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55年体制形成の選挙
―香川第１区を事例として
The Formation of 1955 Set up The Case of Kagawa No.1 
District
佐賀　香織
　
保守と革新政治家が存在した香川県第 1 区
１．香川県第1区における選挙概要
２．第27回選挙の実態
３．公明選挙運動
香川県における55年体制の萌芽
保守と革新政治家が存在した香川県第１区
1955年第27回衆議院議員選挙は現在と異なる中選挙区制、定数
2 であり、また当時の香川県選挙区も異なる。第一区（高松市、
小豆郡、大川郡、香川郡、木田郡）・香川県東部地域と第二区（丸
亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、綾歌郡、仲多度郡、三豊郡）
香川県西部地域であった1。
この香川県第一区には、中央政界において頑健な保守政治体制
を構築すべく全国の選挙応援に力を注いでいた日本民主党幹事長
三木武吉と勢力が拡大しつつあった社会党左派の成田知巳、改進
党から日本民主党元衆議院議員藤本捨助等がいた。
三木武吉は「ヤジ将軍」「政界の大狸」と称された戦前からの
政党政治家であった。三木は、とりわけ選挙に金がかかるという
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ことを1917年に衆議院議員に初当選以来、1942年の翼賛選挙に大
政翼賛会非推薦ながら七回目の当選を果たした経験上心得てい
た。このことは彼が政治活動継続のために常に金策に走っていた
ことからも明らかである。政界から離れることもあった三木は事
業家として報知新聞社経営や北海道や東北地方や朝鮮における金
山経営等を行ったが、三木にとっての事業活動は金もうけや政治
活動資金の充足のためではなく、政党政治に向けていた熱意を事
業経営にむけたものであった。三木は選挙において情実をもって
戦う戦前からのたたき上げの政党政治家であった。
成田知巳は第23回選挙（1947年）で当選以来、連続12回当選し
ていた、全国的に名が知られた政治家である。三木と同じく高松
市出身の成田は第四高等学校、東京大学法学部卒業、三井鉱山を
経て三井化学工業の文書課長をつとめたエリートであった。終戦
後の財閥解体の建議書を三井首脳部に突き付け、社会党公認で衆
議院議員に出馬したのであった。その後党本部での要職を歴任す
る2。
本稿では55年体制形成の選挙となった第27回衆議院議員選挙を
香川県、特に香川 1区を事例として検証する。香川県は民主党政
務会長として保守結集に命を賭して尽力していた三木武吉3の選
挙区である。選挙の顔となり全国の応援演説をこなした三木は地
元でどのような選挙戦を戦い当選したのだろうか。三木の尽力に
よって創設に漕ぎつけた戦後保守政党、自由民主党に関する先行
研究では、党の組織体制を中心に分析する先行研究が多かった4。
本稿では新しい試みとして、政治家として選挙を勝ち上がってい
く三木を中心に、三木の選挙区である香川県第 1区における選挙
の実態について分析を試みる。
１．香川県第1区における選挙概要
1955年は、左右に分かれていた社会党の統一と保守系政党の合
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同が行われ、のちに1955年体制と呼ばれることになる政治体制が
築かれた年である。その後、長期間にわたり衆議院の議席が、社
会党と自民党によりほぼ占められる二大政党制であったと升味準
之輔は指摘し、「1955年の体制」という言葉が升味によって生み
出された5。
自民党結成に至る保守合同過程は、保守合同を導いた三木武吉
の活動と重なるが、この時期を「保守合同を前提とした保守党内
部の派閥間の調整工作」と冷ややかにとらえる見方も存在してい
た6。三木は保守合同の功労者として現在でもその名は記憶され
ている7。三木の功労は保守合同や自由民主党設立に尽力したこ
とだけではなく、戦後の香川県に改めて政党政治を根付かせよう
としたことにあるのではないか。明治の開国以降、日本に政党政
治を導入し近代化社会のかじ取りを任されたのは、議会政治で活
躍した政治家であったといえる。政党政治や近代化に取り組むた
めには、選挙で当選し続けることが重要であるといえよう。
三木は戦前からの通算で当選11回を数える政治家であった。三
木の地元での選挙において支持された理由はどのようなもので
あったのだろうか。
三木の香川県での選挙区は東讃（東讃岐）と呼ばれている地域
である。選挙区の該当地域は三木の出身地高松市と小豆、大川、
木田、香川の 4 つの郡であった8。三木が初めて選挙に出た第13
回衆議院議員選挙当時（1915年）、地元の香川県選挙区では高松
商業会議所会頭の田中定吉（政友会）が連続当選を重ねていた。
田中は市会議員、県会議員を経た高松における政治経済界の実力
者であった。田中は帝国議会衆議院議員選挙第 1 回から第 7 回ま
で連続当選を続けていた中央政界、経済界で大きな力を持ってい
た中野武営9に第 8 回衆議院議員選挙（1903年）で勝利して以来10、
中野に代わる高松市の政界・経済界の実力者として第 8 回から第
15回（1924年）まで 6 回当選していた。
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1925年の選挙法改正後の選挙である第16回衆議院議員選挙
（1928年）11は、昭和改元後に実施された初めての選挙であり、当
選者に変化をもたらした。それまで独立した選挙区（定数 1 名）
であった高松市は、第16回衆議院選挙において、香川県第 1 区
（定数 3 名）に含まれることとなったのである。当選者は宮脇長
吉12（大川郡）、小西和13（大川郡）、戸澤民十郎14（小豆郡）といっ
た東讃の郡部出身者3名が議席を占めた。その後彼ら 3 名は衆議
院議員選挙のたびに当選回数を重ねていった15。
当時、最年少で帝国議会衆議院議員選挙に出馬していた三木に
とって、出身地である高松では、政界の実力者でもあり経済的地
盤も固い宮脇に太刀打ちできなかったといえる。しかも、22歳で
司法試験に合格し、原嘉道事務所に所属したのちに自分の事務所
を東京牛込の自宅に置き、1913年には牛込区会議員になるなど、
三木の活動拠点は東京であった。
三木が香川県に選挙区を移したのは、1943年に実施された第21
回衆議院議員選挙である。いわゆる翼賛選挙であったが、三木は
非翼賛を掲げて出馬した。初当選以来の選挙区である東京府第1
区は、三木の事務所に所属する弁護士でありながら、三木の秘書
をつとめていた原玉重の地盤となっていた。そのため、三木は政
界復帰の際、香川県第 1 区から出馬するしかなかった16。
香川県第 1 区では三木が初出馬した当時の宮脇長吉や小西和も
出馬していた。ほかには第20回選挙（1937年）で初当選し、第21
回では翼賛政治体制協議会が推薦する藤本捨助と、藤本と同じく
第20回選挙で初当選した社会大衆党公認の前川正一や元高松市長
の鈴木義伸も出馬していた。三木は古参の政治家と翼賛政治体制
協議会推薦者、社会大衆党の公認者、香川県および高松市の現実
を知り尽くしていたといえる市長経験者と選挙戦を戦わなければ
ならなかった。21回選挙で宮脇、小西は落選し、世代交代ともい
えるほど香川県選出議員は大きく様変わりした。香川農民運動の
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父17と称される高松市出身で全国農民運動組合組織部長をつとめ
た前川正一の連続当選は、その後香川県における社会党支持の基
盤となったといえる。
この厳しい状況のなか、三木は香川第 1 区で当選を果たした。
三木の勝因はどこにあったのだろうか。選挙の一月ほど前、東条
内閣は戦時体制を強化するべく、戦時下の犯罪の取締りを強化す
る戦時刑事特別法を制定・試行し、刑事裁判手続きの迅速化を
図った。東条内閣は同法改正案を第81回議会に提出した。この改
正案は、国政紊乱などを目的とした殺人犯罪に対する刑を加重す
る内容であった。改正案に反対した三木は、反対派有志代議士会
座長となり、翼賛会に断固として反対する姿勢を示した18。初当
選以来30年を数える三木の政治活動は、出身地香川県の人々にも
記憶に残ったといえるのではないだろうか。
また、今回三木の選挙区となった香川 1 区の有権者数に注目し
た（表 1 ）。藤本の大票田である大川郡19の有権者数は高松市に次
いで多く、選挙の勝敗を握る地域であった。大川郡は香川県の最
も東に位置し、東側、北側は瀬戸内海に面し、西側は木田郡と接
し、南は徳島県との県境と接する農村地域であった。
この選挙において三木は初めて藤本捨助と選挙戦を戦い、大政
翼賛会公認の藤本に勝つことは出来なかった（表 2 ）。藤本勝利
の原因は翼賛会公認に加え、地元大川郡をはじめとする第 1 区内
全域における高い支持率だったといえる。大川郡からは宮脇長吉
に代わり、教育者でもあった藤本20が当選する体制が築かれたと
もいえる。
三木の得票数は高松市では藤本に500票差で１位を獲得し、小
豆郡では藤本の 3 倍強を得票していたが、香川郡、木田郡、大川
郡では藤本に大きく差をつけられていた。以後の選挙における三
木の選挙運動において、郡部の支持固めの必要性が浮き彫りと
なったといえる。しかし、郡部は労農派の前川の支持基盤でもあ
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り、いかにして郡部の支持を獲得するかが三木にとって課題と
なったといえよう。
表１　香川県東部における有権者数（単位：人）
高松市 大川郡 木田郡 香川郡 小豆郡
第20回 25,108 17,818 13,314 14,355 10,212
第21回 23,108 17,818 13,314 14,355 10,212
第22回 37,903, 58,291 43,590 48,496 33,836
第23回 48,534 60,428 45,319 49,833 35,259
第24回 61,610 58,526 43,704 48,159 33,875
第25回 76,887 58,473 45,619 50,902 34,498
第26回 75,061 58,114 44,353 49,534 32,979
第27回 79,991 58,968 45,219 50,169 32,811
『衆議院議員総選挙一覧』1937年、1943年、1948年、1949年、1950年、1953年、1955
年より筆者作成
表２　第21回衆議院議員における得票数
有権者数 藤本捨助 三木武吉 前川正一 鈴木義伸 宮脇長吉 小西 和
高松市 23,108 4,651 5,150 3,377 3,138 960 610
大川郡 17,818 5,090 1,684 1,970 782 2,259 2,206
木田郡 13,314 2,349 1,397 3,160 1,741 974 1,351
香川郡 14,355 3,679 1,873 2,730 2,053 1,094 464
小豆郡 10,212 950 3,342 751 2,001 242 625
計 62,633 16,719 13,426 11,988 9,715 5,529 5,256
（『第20回衆議院議員選挙一覧』1943年、479-487頁より筆者作成）
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２．第27回選挙の実態
2 ― 1．第27回選挙の争点
1954年 5 月 1 日、日米間で相互防衛援助協定と同時にMSA協定
（農産物購入協定、経済措置協定、投資保証協定の総称）が締結さ
れた。この協定の根拠は、アメリカの相互安全保障協定（MSA）
に基づいて自由主義諸国と締結した安全保障協定であった。この協
定により、アメリカは日本に対し防衛努力を求め、駐留軍も漸減し
た。政府は防衛庁設置法と自衛隊法の防衛二法を強行成立させ、防
衛庁の下で日本の防衛を第一の任務とし、副次的に国内の治安維持
を担当する自衛隊を発足させたのであった21。MSA協定は日本の国
内外の政策に大きな影響を与えるものであった。そのことは、表 3
で紹介した第27回選挙における政策大綱において、MSA協定に関
連する綱領が民主党、自由党の保守政党に、批判的な政策綱領は
左右社会党および共産党で掲げられていることからも明らかである。
表３．「各党の政策大綱一覧表」
民主党 自由党 左派社会党 右派社会党 労農党 共産党
憲法と防衛
①現行憲法は
全面的に再検
討する必要あ
り、このため
の超党派的な
憲法調査審議
会を設け、慎
重に調査した
うえで国民の
判 断 を 求 め
る。②国力に
応じて自衛力
を漸増し、少
数精鋭の自主
防衛体制を整
える。防衛費
は前年度のワ
ク 内 に と ど
め、駐留軍の
撤退を期する。
①自主憲法制
定の準備を進
め る 必 要 あ
り、ただし重
大問題だから
事前に十分調
査 し、 徴 兵
制、封建的家
族制度の復活
は考えない。
②国力に応じ
た自衛力漸増
をはかり、集
団安全保障の
強化によって
国を守る。自
衛戦力まで合
憲とする鳩山
内 閣 に 反 対
し、戦力に至
らぬ自衛力の
みを承認する。
①現行憲法を
平和民主主義
憲法と認め断
固 改 正 に 反
対。このため
統一社会党政
権樹立のため
に戦う。②原
水爆時代には
一方的な軍事
同盟と雇兵軍
備による安全
保障はあり得
ず、自衛隊を
次第に縮小し
て平和建設隊
に切替え、近
代的警察を確
立。
①MSA再軍備
強行のための
憲 法 改 正 反
対、総選挙で
三分の一以上
の議席を占め
憲法改正の意
図を永久に葬
る。②MSA再
軍備と徴兵制
に反対し、当
面自衛隊増強
を食い止め、
その縮小をは
かり国内治安
のため民主的
な警備組織を
整える。
①徴兵、再軍
備と旧制度復
活反対。②自
衛隊は米国の
ための軍隊で
廃止すべし、
中ソによる侵
略はなく、防
衛費を削除、
この立場から
漸減論も認め
る。
①憲法を会見
し国民の民主
主義的権利を
奪い、再軍備
にかりたてる
ことに反対す
る。②米国の
雇い兵にされ
ている自衛隊
がこの上ふえ
ることに国民
は反対してい
る。米国に指
図される日本
再軍備に反対。
11_佐賀_紀要20号.indd   235 18/03/15   17:10
236
外交と貿易
積極的自主外
交により米国
その他自由諸
国との提携を
基調としつつ
中ソ関係を調
整し、韓国、
東南アとの国
交回復、経済
提携を促進。
また中ソ貿易
を増進する。
米 英 と の 協
力、アジア善
隣自由諸国と
の協調を基調
とする。中ソ
にたいしては
相手の誠意い
かんと国際情
勢により対処
する。32年度
に20億㌦の輸
出達成のため
総合政策を遂
行する。貿易
は 東 南 ア ジ
ア、自由諸国
に 重 点 を お
き、中ソ貿易
も増進する。
自 主 中 立 外
交、米国との
不平等条約を
改廃、中ソと
の戦争終了宣
言、平和五原
則 の 相 互 確
認、中ソ貿易
制限の全廃、
東南ア開発と
結びついた賠
償の解決。
国際緊張は話
合いにより緩
和する。MSA
援助に反対。
不平等条約改
廃、中ソ間に
平和国交回復
の 条 約 を 結
ぶ。東南ア貿
易と中ソ貿易
の正常化に努
める。
平和五原則を
外交の基本と
し中ソ貿易を
展開し、米国
の 妨 害 を 退
け、市場を転
換する。
自由な中ソ貿
易の要求を支
持し、米日両
国政府が課し
ている貿易制
限を打破、す
べての国々と
の平等互恵の
貿易を行い、
平和共存のた
め戦う。
税金
①税制を全面
的 に 再 検 討
し、減税と税
制の徹底的商
業化を断行す
る。30年度に
は 中 小 企 業
者、勤労者、
農民などの直
接税を軽減す
る。②臨時的
措置として預
貯金利子課税
を全面的に免
除し、配当課
税は軽減する。
①1千 億 円 減
税 を 断 行 す
る。勤労者標
準世帯月収2
万円まで所得
税 を 免 除 す
る。②法人税
を35％引き下
げ、利子課税
免除、配当課
税、事業税な
どの軽減を行
う。
①大衆課税を
廃止し、高額
所得にたいし
ては高度の累
進課税を断行
する。②給与
所 得 月 額2万
円以下の法人
は減免する。
① 月 収2万 円
までの勤労所
得税を免税と
し、中小法人
税を35％以下
に引下げる。
②物品税法は
廃止し、ぜい
たく品にたい
する消費税を
確立する。
①軍事、警察
費 な ど を 削
り、大減税を
行う。源泉徴
収 制 を 廃 止
し、農民、中
小企業者の勤
労控除を大幅
に引上げ、中
小法人税を引
下げる。③高
額所得者、大
法人、軍需独
占所得に重税
を 課 し、 外
貨、外商に特
別高率課税を
行う。
①日本や外国
の大金持ちか
らわずかしか
税金をとらな
い現在のやり
方をかえ、高
度累進所得税
一本の民主的
な税制を要求
する。
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失業と住宅
①長期的には
総合経済計画
により完全雇
用を実現、当
面、道路、港
湾等の公共土
木事業を計画
的に進めて失
業者を吸収、
大学卒業者な
どに特別の終
了対策を講ず
る。②十カ年
計画で住宅難
解 消 を は か
る。公社など
の新機関を設
け不燃集合住
宅に重点をお
く。土地問題
の解決をはか
り、住宅金融
公庫の資金を
ふやす。
①完全雇用を
目標とし、当
面炭鉱など失
業地域の緊急
就労事業を拡
大し、失業保
険を拡充、国
土開発等によ
り、32年度ま
でに失業者を
解消したい。
②公営住宅、
民間住宅など
を 含 め て3カ
年で百万戸の
住宅建設を最
重点施策とし
て固定資産税
の5カ年免除、
貸家所得税の
軽減、その他
必要な予算措
置を講ずる。
①鉱害復旧、
国土開発事業
の 繰 上 げ 実
施、失業者地
区に労務費、
資 材 費 の 増
額、失業保険
給付期間の延
長、長期計画
に よ り2年 間
で完全失業者
を一掃。②失
業対策と結び
つけ、年間20
‐ 35万戸の庶
民住宅建設、
資金は防衛費
の削減、資金
運用部資金な
どから転用。
①基幹産業の
振興と地方中
小輸出産業の
育成強化で失
業者を吸収、
また新規事業
を起し雇用量
増 大 を は か
る。公共事業
費、失業対策
事 業 費 の 増
額。②十カ年
計画により3
百万ないし4
百万戸の庶民
住宅を建設、
全額国庫負担
の国営住宅、
長期月賦分譲
住宅、民間資
金住宅に力を
おき、宅地確
保に特別措置
を講ずる。
① 軍 事 関 係
費、駐留米軍
のための予算
を切り取り、
平和経済に切
り替えて完全
雇 用 を は か
る。同時に日
雇労務費単価
引上げと一本
化を実施、失
対事業を充実
拡 大。 ②5カ
年 で3百 万 戸
を建設し住宅
難を解消、年
間60万戸、う
ち公営分50万
戸、国庫補助
3分 の2引 上
げ、金融公庫
分10万戸、標
準建設費の引
上げ貸出利率
を下げる。
①低賃金と首
切りをやめ平
和な仕事と生
活を確保する
よう戦う。②
軍事基地や大
ビルばかりつ
くることをや
めることを国
民は望んでい
る。このため
再軍備費など
をやめ財政を
切りかえて住
宅を沢山建て
るよう戦う。
経済自立
経済六カ年計
画により自立
経済の達成を
はかるため、
30年度予算は
1兆円以内と
して地固めを
はかり、輸出
振興、基幹産
業の合理化を
実施して国際
収支の均衡を
実現する。こ
の た め 勤 労
者、中小企業
者、農民にた
いする減税そ
の他民生安定
をはかる。
経 済3カ 年 計
画により金詰
り打倒、金利
引き下げ、産
業貿易振興な
どにより経済
拡大と景気振
興をはかる。
32年度に輸出
20億㌦達成に
努め、減税を
断行して拡大
均衡を実現。
再軍備費を削
り社会保障を
中心とする健
全財政、中ソ
通商、アジア
経済会議など
により貿易を
拡大、MSA特
需依存を脱却
し、平和建設
産業を育成す
る。
目標を国民生
活の安定と国
際収支の均衡
におく。この
ため計画経済
により平和的
生産の向上増
大をはかり、
防衛費を削減
して中小企業
の緊急融資、
減税などを実
現する。
米国のヒモつ
き特需に頼る
ことをやめ、
中国、アジア
との経済関係
に 重 点 を お
く。いっさい
の軍事費支出
をやめ、中小
企業振興と減
税にあて、平
和産業の振興
をはかり、生
活水準の向上
を期す。
米国に支配さ
れる日本経済
の 軍 事 化 と
「援助」は国
民生活を圧迫
し対米従属を
深める。この
政 策 を 打 破
し、平和経済
への転換をは
かり、平等互
恵の貿易を実
現する。
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食糧
①米の供出割
当制度を根本
的に再検討す
る。さしあた
り30年度産米
について予約
買付制度を採
用する。②食
料増産総合計
画を確立し、
農地開発、土
地改良、災害
復旧を効率的
に施行し、農
業経済を安定
させる。
① 自 給5カ 年
計画の遂行と
保護農政を強
化する。②米
の義務供出を
廃止し、需給
調整、価格安
定制を創設す
る。その準備
として29年度
産米供出後の
自由販売を行
う。
①農民、労働
者、市民のた
めの食糧管理
を行う。MSA
小麦、過剰農
産物の押しつ
け輸入反対。
②食管制度を
改正し、生産
費を償う生産
者米価を前提
に予約売渡制
度をとる。消
費者米価は二
重価格制によ
り安くする。
①米麦の供出
は農家の自主
的予約売渡し
制をとり、消
費者には米20
日、麦10日の
完全配給を行
う。②生産費
を償う米価、
供出課税の軽
減をはかり、
消費者米価と
の差額は国の
財政負担とす
る。
生産費を償う
基本価格一本
とし、自主申
告、無制限賃
上げの民主的
食糧管理を行
い、財政負担
で消費者米価
を引下げる②
外国の余剰食
糧の輸入を押
え、国内食糧
増産の諸政策
を断行する。
①米国の余っ
た小麦や国民
の健康をむし
ばむ黄変米の
おしつけに国
民は反対して
いる。②農民
が喜んで増産
できるように
米価、供出制
度を改め、土
地を農民のも
のにするため
戦う。
政局
①総選挙では
民主党が絶対
多数を得て第
2次鳩山内閣
が成立するこ
とを確信して
いるので、し
いて保守合同
や連立内閣を
考える必要は
ない。英国の
ような保守対
革新の二大政
党の対立は望
ましいが、こ
れ は 選 挙 に
よってのみ実
現せらるべき
ものである。
①次期政権は
自由党の勝利
による単独政
権 を 確 信 す
る。自由民主
主義政党が主
義主張によっ
て大同団結す
ることを望む
が、無節操な
離合集散は排
除する。
社会党政権樹
立のため両社
で第一党に進
出する。両社
は綱領、基本
政策、党内民
主主義の完全
な一致によっ
て統一に邁進
する。
両社統一の動
きを促進して
社会党政権を
実現させる。
このため総選
挙で第一党と
なり、統一首
班をたてて戦
う。保守党が
憲法改正のた
め連立または
保守合同を行
う場合はさら
に両社の統一
を促進して戦
う。
①本当の独立
と平和を願う
国民の力を背
景に両者労農
は合同し、民
主的党派人士
の連合政権を
樹立する。②
徴兵再軍備、
旧制度復活に
反対し、自立
平和共存、生
活安定をめざ
す国民のため
戦う。
①国民の苦し
みの原因は米
国に侵略され
たまま再軍備
と軍国主義に
かりたてられ
ているからで
る。②民族の
危機を打開す
る努力の方向
を示し国民に
大同団結を訴
え、このため
に戦う。
『四国新聞』1955年 2 月 1 日より作成。
それでは、 1 区の候補者は立会演説会において、有権者に対し
てどのような支持を得ようとしていたのだろうか。各候補者の
キャッチフレーズは以下の通りである。
　藤本：愛と正義の政治へ
　成田：中・ソ貿易を再開
　三木：日本の運命を背負う
　大西：保守合同派本筋
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　福家：やめたい陳情政治
　平野：戦争は滅亡のもと
各候補者は所属政党の政策大綱から大きく外れることはなく、
各自の主張を訴えるものであった22。
候補者の政見は表 4 の通りである。表 3 の各党の政策綱領とあ
わせて、有権者の投票行動の判断材料となることは、現在とさほ
ど変わらないと指摘できよう。
表４．「県下立候補者政権一覧表」
藤本捨助 成田知巳 三木武吉 大西禎夫 福家俊一 平野市太郎
防衛問題
現状程度で十
分だと思う。
現在の自衛隊
には反対し、
漸 次 減 少 さ
せ、これを平
和建設に切替
えたい。
国力に応じた
少数精鋭の自
主防衛体制を
整備する。30
年度経費は前
年のワク内に
止める。
外国から攻撃
してこないた
めと貿易確保
のため財政力
にマッチした
程度の防衛力
は必要。
装備、機会化
の程度を考え
ると直ちに何
十万と考える
ことは難しい。
防衛より完全
独 立 が 先 決
だ。国内治安
維持は自治体
警察を強化す
る程度でよい。
中ソ外交貿易大きな気持ち
で差別せず国
交調整、貿易
振興について
積極策をとる。
外交、貿易を
明確に区別相
互不可侵、内
政不干渉の原
則に立ち即時
国交を回復す
る。
これらの国と
国交の開けな
いことは不自
然なので早急
に国交を回復
させるようにす
る。
中ソ国交調整
は必要だが、
米国に見棄て
られないこと
が大切。中共
貿易は方法が
問題。
相手の言い分
を聴く一方こ
ちらの要望も
遠慮なく打出
す態度が望ま
しい。
呼びかけに応
じ無条件で交
渉を始める。
貿易は米、大
豆、鉄鉱石な
ど中国に切換
える。
デフレ政策
準備不足のデ
フレ政策は関
心できない。
労働者、農民、
中小企業者を
苦しめている
ので廃止、軍
事費を削って
健全財政を確
立する。
止むを得ない
ものであった
が、金融独走
に陥った。計
画経済の下に
拡大権衡の施
策をすれば良
いと思う。
これがなくて
は自律経済は
あり得ない。
価格の点でも
鉄鋼など世界
的水準に達し
ている。
デフレの基調
は外せないが
中小企業のみ
に犠牲を強い
ている点は反
省すべきだ。
MSAデフレ政
策を停止、独
占企業への集
中 金 融 に 反
対、中小企業
に救済融資す
る。
米の統制撤廃統制撤廃は結
構だ。
反対。石当り
12,500円とし、
自主的に政府
売渡しとする
よう供米制度
を改める。
軽々に扱うべ
きでなく撤廃
を想定して研
究すべきだが
当面予約集荷
制をとればよい。
一挙に自由販
売にすれば、
失業者が出て
混乱する。価
格を定め任意
方式で出させ
る。
無条件即時撤
廃は不可、農
民の自主的供
出を求め現行
消費者配給を
続ける。
いけない。大
資本に買占、
投機化され、
消費者価格を
つり上げる結
果となる。
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住宅政策
公営住宅を建
設、勤労者に
安く提供する。
宅地の高いと
ころは国費で
買収賃貸する。
巨額の再軍備
費がアイ路と
思う。勤労者
住宅を中心に
初年度35万戸
を建設する。
資金がアイ路
なので財政措
置を講ずる一
方不急不要の
建築を抑え庶
民住宅の建設
に努める。
3カ年33万戸計
画を立ててい
る。官舎ばか
りでは意味が
なく庶民住宅
に力を入れる。
政府資金によ
る不燃性住宅
の建築、住宅
公社新設、国
有地の宅地化
など。
アイ路は再軍
備計画によっ
て民主が圧迫
され、宅地や
建築資材が高
いためである。
家族制度の復活賛成。現在の
均分相続では
家族が共倒れ
になる。長子
相続に改めた
い。
徴兵制復活と
ともに保守政
党の憲法改正
悪の手段であ
り、反対だ。
過去の非民主
的家族制度の
復 活 に は 反
対。良き伝統
の上に立った
新しい制度を
打ち立てる。
デモクラシー
の 基 本 か ら
いっていま急
に復活するこ
とはよろしくな
い。
戸主権中心の
旧家族制度復
活には反対す
る。
反対。しかし
長幼の序、寧
養、扶養互助
などの美風は
尊重すべきだ。
人口対策
1家族3人以上
は中絶を法律
で認めること
が望ましい。
産児制限、移
民の振興とと
もに一面では
貿易と平和産
業を振興する。
国土開発、産
業振興で雇用
を拡大、移民
で一部解決す
る。無反省な
産児は制限す
る。
すべての人が
働ける組織が
必要だ。移民
は10万出すの
も容易でない。
産業振興によ
り遊休人口を
生産面に吸収
することが根
本である。
農業改革で生
産を飛躍的に
向上させ平和
重工業の振興
によって人口
収容力を増す。
『四国新聞』　1955年 2 月24日より作成。
表 4 の政見を比較すると、保守系のなかでも藤本が一番守旧派
であることがわかる。三木は党幹事長の視点が入り、党の政策綱
領とオーバーラップするものが多い。革新系の成田と平野は保守
と対峙する姿勢を一貫して崩していない。
2 ― 2．第27回選挙の得票数
1945年11月21日には勅令により治安警察法が廃止され、女性の
結社権が認められた。1945年12月17日にGHQ監督下で帝国議員
衆議院議員選挙法が改正された23。この改正（婦人参政権導入と
選挙権年齢が引き下げ）による普通選挙が確立されたため、有権
者数は増大し候補者が香川県第 1 区で当選するには、高松市以外
の 4 つの郡部の票をいかに獲得するかが、選挙戦の勝敗を決定づ
けることは明らかであった。
戦後初の第22回衆議院議員選挙で勝利をおさめた三木は当選
後、衆議院議長に満場一致で選出されたが、就任を目前にして公
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職追放となった。追放後、三木は小豆島で生活しながら造船会社
社長をとして郷土産業振興に尽力していた。公職追放のため、三
木は第23回、第24回選挙に立候補できなかったが、1951年 6 月20
日の追放解除後自由党に復帰、第25回衆議院議員選挙で当選し、
代議士に復帰していた。
表５．第25回衆議院議員選挙における得票数
有権者数 三木武吉 成田知巳 大西禎夫 玉置 實 藤本捨助 福家俊一 織田正信 宮井清香 松村幸之
高松市 74,887 23,969 11,951 9,740 3,937 5,021 3,042 1,165 888 97
大川郡 58,473 10,371 5,657 5,757 4,972 14,188 4,585 2,009 524 1,166
木田郡 45,619 9,709 6,994 9,655 2,851 1,595 2,189 4,009 302 81
香川郡 50,902 10,476 7,039 6,434 4,948 2,219 10,491 829 303 42
小豆郡 34,498 6,845 3,584 1.320 13,613 339 1,843 371 258 29
計 266,379 61,370 35,225 32,906 30,321 23,362 22,160 8,383 2,275 1,415
（『第25回衆議院議員選挙一覧』1953年、735-744頁より筆者作成）
第25回衆議院議員選挙における香川県第 1 区当選者は三木（自
由）、成田知巳（社左）大西禎夫（自由）の 3 名であった。三木、
成田はともに高松市の出身、大西は木田郡の出身であった。大川
郡出身の 3 名（玉置、藤本、福家）による選挙戦において、成田
や大西を押さえ、大票田である大川郡の票を獲得したのは三木で
あった（表 5 ）。第25回選挙では、第22回衆議院議員選挙以降落
選が続いていた藤本24の勢力が再び伸びてきたことも明らかであ
る。藤本は、地元大川郡において有権者数の半数近い21,396票を
獲得した藤本に対して、三木、成田や大西には太刀打ちする余地
はなかった。三木は高松市に次いで、公職追放中に生活拠点を置
いていた小豆郡において票を伸ばし、成田は第24回選挙当選時か
ら農村地域である香川郡での得票を伸ばし、労農派の票を獲得に
成功していた。得票数から当選者は各自選挙地盤を固めていたこ
とが明らかである。
社会党右派の成田の第25回当時の年齢は40代であった。左右社
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会党の躍進を背景に、選挙の度に着実に得票数を伸ばしていた。
三木が保守結集を強く主張した背景には、地元香川県における社
会党の地盤形成もあったのではないだろうか（表 5 ）。成田は三
木が公職追放中であった第23回選挙、第24回選挙と当選を重ね、
その後10回当選するなど、まさに戦後の革新勢力伸長の波にのっ
たといえる人物であった。新しく有権者となった女性票の獲得の
ために選挙活動に変化はあったのだろうか。
2 － 3．候補者の選挙活動
第27回衆議院議員選挙は1955年 2 月27日に行われた。この選挙
は三木にとって生涯最後の選挙となった。三木は辛勝したが、そ
の結果は香川県に選挙区を移してからはじめての厳しい選挙結果
であった（表 6 ）。
第27回選挙の際、三木は日本民主党総務会長として全国遊説
し、保守合同を強くうったえていた。そのため、選挙活動中地元
に帰省し、選挙活動することがほとんど出来なかった。三木に代
わって選挙活動を行ったのは三木の秘書であった重盛久治や地元
の後援会であった。候補者本人が選挙活動できなかったことが大
きく響き、三木がこれまで木田郡で獲得していた票を成田に奪わ
れた形となった。
社会党左派の成田はかつての労農派支持層を自分の支持者とし
て取り込み、郡部における得票を着実に伸ばしていた（表 6 ）。
GHQによる第一次農地改革（1945年12月）、第二次農地改革（1946
年10月）により、農民運動組合を母体とする労農派はその支持基
盤が弱体化し、社会党勢力が飲み込むように取って代わっていた
のであった25。
そして、藤本が再び大川郡の半数近い票を獲得し代議士として
復活当選を果たした。大政翼賛会推薦議員として、公職追放を経
験した藤本が12年ぶりに政界復帰したのであった。藤本は地元に
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戻ってくることがほとんど不可能であった三木の選挙地盤におい
て熱心に選挙演説を繰り返して崩し、労農派、社会党支持層に対
しても選挙活動の手を緩めることはなかった26。第 1 区におい
て、高松市に次いで有権者数が多かったために、当落決定に関係
する大きな力ともいえる大川郡の票を後ろ盾とする藤本の勢いは
他の候補者を圧倒していた。
ほかにも、第27回選挙当落決定において、藤本にとって追い風
となり大きな影響を与えたものとして、公明選挙運動があったの
ではないだろうか。つぎに公明選挙運動について確認していきたい。
３．公明選挙運動
3 － 1．公明選挙活動の高まり
公明選挙運動はかつて後藤新平が唱えた「政治の倫理化」にそ
の起源を求めることができる27。戦前と戦後では政治情勢が異な
るが、後藤は政治の意味がかつての「武力の世の中」から変じて
「奉仕の世の中」になったと指摘し、「政治は倫理道徳の力なり」
と政治の倫理化を唱えた28。
戦後日本の民主化促進のためには選挙が正しく行われなければ
ならない、民主政治発展が国家再建の道を開くとして、前田多門
を理事長とする日本公明選挙連盟が設立された29。前田は公明選
表６．第27回衆議院議員選挙における得票数
有権者数 藤本捨助 成田知巳 三木武吉 大西禎夫 福家俊一 平野市太郎
高松市 79,991 11,915 15,514 14,861 9,885 6.696 1,773
大川郡 58,968 22,301 6,662 6,849 5,469 4,900 823
木田郡 45,219 4,443 8,184 7,562 10,675 3,787 1,296
香川郡 50,169 4,341 9,033 6,605 7,160 13,939 1,734
小豆郡 32,811 3,232 5,712 7,791 3,766 5,501 441
計 267,158 46,232 45,105 43,632 36,955 34,813 6,607
（『第27回衆議院議員選挙一覧』1955年、580-589頁より筆者作成）
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挙を政治教育、道徳教育と位置づけ、公民意識の向上・発達のた
め、特に青年教育に関連させた政治意識、公民意識養成を唱えた
のであった30。
また、メディアも公職選挙運動については積極的に取り組ん
だ。その背景には、1952年 4 月28日に公布されたサンフランシス
コ講和条約による日本の独立が強く意識されていたといえるので
はないか。戦後民主政治の確立のため、政治の浄化の必要性を
『朝日新聞』、『毎日新聞』、『読売新聞』の三紙が共同で掲載した
広告「公明選挙を推進する」は、それまで行われていた「金力に
よる政治」「情実に流れる選挙」などの選挙違反報道の多さを憂
い、選挙を正しく行う公明選挙を国民運動として展開することの
重要性が主張されたのであった31。メディアは戦後日本に民主政
治が確立することの大切さ、それが国民の手に委ねられているこ
とを説き、そのために選挙を正しく実施することが重要だとする
公明選挙推進の国民運動を展開した。
この運動は地方紙においても展開された。1955年 1 月24日に鳩山
内閣が解散されるや否や、三木の地元紙『四国新聞』にも「声明」32
が発表され、来る総選挙において公明選挙の実施が啓発された33。
『四国新聞』においても衆議院議員選挙活動がはじまると、選挙
違反の事例がイラスト付きで解説する「選挙のしおり」が連載さ
れ、読者に選挙違反事例の周知が行われた。また選挙活動中の候
補者への取材は公明選挙を意識した内容のものが多く、第27回衆
議院議員選挙が「公明選挙運動」下での選挙であったかがわかる。
選挙が「公明正大」に行われることを求める実際の公明選挙運
動推進は、1952年に閣議決定されていることからもわかるように
徹底した運動となっていった。官民あげて「公明正大」な選挙が
求められ、公明選挙運動が繰り広げられた34。
つまるところ公明選挙とはどのような選挙を意味するのであろ
うか。公明選挙推進連盟によると「候補者も選挙人も選挙違反を
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やらない」「選挙に棄権しない」「自由な投票をする」の 3原則を
遂行するものであった35。「公明選挙」は日本民主党が選挙戦で
「明るい政治、汚職と乱闘国会を忘れるな」「労働者には減税、農
民には肥料、中小企業には金融」をスローガンに掲げた36ことか
らも党派を超えて公明選挙の遂行が求められたのであった。「公
明選挙」は第27回衆議院議員選挙において候補者、選挙人、そし
てメディアにおいても非常に重視された活動であった37。
それでは選挙の実態はどうであったのだろうか。『四国新聞』
では「県下総裁選評判記」を掲載し、選挙に対する有権者の認識
を、①有権者選定のよりどころ、②選挙違反として紹介している38。
①では「党より人物本位」「古いつながりで止むを得ない」「主人
に教えてもらった」など、昔ながらの情実にもとづく選び方をし
ている人がいたことがわかった。②については、より手厳しい批
判がおこなわれ、有権者からも徹底的な取り締まりが求められ
た。その背景には、今回の選挙における選挙違反の大半が香川で
行われていたことが繰り返し掲載39されていたことを指摘でき
る。「もっと徹底的にやれ」「違反者はすみやかに何々派運動員と
はっきり公表されたい」「魚屋が手先になり得意先を戸別に訪問
した形跡がある」「市町村のレッキとした人が金をもらい大掛か
りなことをやっているというウワサを聞いてあきれる」といった
有権者の厳しい評価は当然のものであったといえよう。しかも、
選挙期間中での選挙違反を理由とした逮捕者は保守系候補者に限
られていた40。投票後、悪質な選挙違反者は検挙され、泳がせて
いた相当数の違反者も順次検挙となった（表 7）41。香川県警選
挙対策取り締本部長によると、香川県における選挙違反のほとん
どは第 2区で行われており、第 1区では悪質な違反はほとんどな
かったと報告されている42。公明選挙は徹底しなければならず、
香川県はもちろんのこと全国的にみても空回りの傾向にあった。
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表７．第27回衆議院選挙における選挙違反党派別検挙数
民主党 自由党 左派社会党 右派社会党
第三者の
選挙違反
労農党 共産党
買収
141件
（242名）
1件
（3名）
0 0 0 0 0
戸別訪問
13件
（16名）
2件
（2名）
0 0 0 0 0
文書図画
制限違反
4件
（5名）
2件
（2名）
2件
（2名）
1件
（2名）
0 0 0
自由妨害 0 0 0 0
4件
（4名）
0 0
その他 0 0
1件
（2名）
0 0 0 0
計
158件
（245名）
5件
（7名）
3件
（4名）
1件
（2名）
4件
（4名）
0 0
（『四国新聞』1955年 2 月28日より作成）
3 － 2．公明選挙運動下の香川県第１区
第 1 区の候補者たちは公明選挙運動下でどのような選挙活動を
おこなったのだろうか。公明選挙の 3 原則に配慮した選挙活動を
どのようにを繰り広げたのだろうか。彼らの選挙戦初日の動きに
ついて確認する。前回選挙でトップ当選した三木は民主党政務会
長の要職にあり、全国の党員の応援演説のために帰県することは
不可能であった。留守幹部達は立候補届提出後、高松市内の目抜
き通りで街頭演説を行った43。
前回選挙でも当選、勢いを増していた成田は立候補届提出後、
恒例となっている三越前で初演説を行った。公明選挙はまず舌戦
で、と一日で30か所以上の力の入った街頭演説を行い、初日で声
がつぶれてしまった44とある。勢いに乗っている成田の意気込み
を感じることができる。
前回選挙で当選していた自由党の大西は新しく選挙事務所を開
設し、新精神で頑張ると息巻く様子が伝えられている。成田と同
じく三越前、琴電瓦町駅前など旧市街の繁華街を中心に演説後、
木田郡の北部でも演説を行った45
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民主党の元職である福家は候補者のトップを切って立候補届を
提出、いちはやく事務所前で第一声をあげ、三越前、瓦町駅前な
ど 5 か所で力強い演説を行い、その後は市内を巡回し、夜は作戦
会議を開いた46
藤本は選挙戦を慎重に戦った。「地味ながら一歩一歩ふみしめ
ていく」というのが藤本の戦いかたであった。選挙戦第 1 日目の
午前中は一人の違反者も出さないように改正選挙法周知会を開い
ている47
労農党の平野は、1923年の伏石事件48記念碑前で第一声をあげ、
地盤の香川郡一円をくまなく演説してまわった。夕刻からは木田
郡の一部にも遠出し、もっぱら街頭演説に力を注いだ49
平野以外は立候補届提出後、時間を無駄にすることなく最大の
有権者がいる高松市内、それも多くの人が集まる繁華街を中心と
した街頭演説に力を注いでいることがわかる。
二日目になると小豆島で演説を行う者（福家、成田）や大川郡
の労農派の取り込みに積極的な平野、高松市、大川郡、香川郡と、
郡部に支持を求める演説に出かける三木陣営、高松市と香川郡で
重点的に演説を行う大西というように、選挙地盤および郡部での
選挙活動が活発化していく様子がわかる。そのようななか、藤本
は「無やみやたらにシャベリまくるということは、地味な性格に
反するもので、第一回をやったあとで慎重に情勢判断しながらプ
ランをすすめるつもり50」と周囲の舌戦とは異なるスタイルで選
挙戦を戦うことに、己の元教育者としての特色を見出したので
あった。
政党政治家たちによる舌戦一辺倒の選挙活動において、新有権
者となった女性の理解を得て得票につなげるような演説を行った
人物はいなかったのである。しかも藤本は「前々から公職公明選
挙をしているから、有権者の関心が尻上りに集まり有利に進んで
いる」51と述べるなど、自分の選挙は公明選挙の継続であると主
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張する選挙活動をおこなった。女性たちからすると、藤本の選挙
活動は受けいれやすく、藤本は第 1 区すべての地域において票を
伸ばし、圧倒的な勝利をおさめたのであった。
候補者の選挙活動のスタイルは最初の 2 日間でほぼ固まり、藤
本以外の 5 名は言論による舌戦を繰り広げた。藤本は地盤の高松
市および大川郡での演説はもとより、香川郡内を隅々まであいさ
つ回りしたあとで小豆島に入っている52。
候補者たちは当選のためには何を置いても徹底して自分の選挙
地盤において票固めを行っている。他候補者の票の切崩しを狙っ
た周辺地域、郡部での演説は、計画的にすすめられたのであった。
４．香川県第1区における55年体制の萌芽
現在においても香川県第 1 区の有権者の多くは安定した政権運
営を好み、保守系の政治家を支持する土地柄である。しかし、社
会党、社民党の政治家を支持する人も多い。その背景には成田知
巳の存在が大きく影響しているといえよう。保守層の間隙を縫っ
て当選者を増やしていた左右社会党の勢力拡大は、三木において
保守結集の意識をますます高めていったのである。
三木の死によって確立されたともいえる55年体制は、社会党の
統一と保守合同による自由民主党創立という日本の政治体制の形
成であるが、香川県においては成田知巳が支持基盤を形成し、も
うひとりの保守派藤本捨助や三木の死後香川の保守系議席を襲っ
た福家俊一の勢力が追いかけるという地方における55年体制が創
出されたといえるのではないだろうか。香川県第 1 区で見られた
55年体制の創出現象は、全国各区でも見られることになったので
はないだろうか。
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【注】
1 　現在、香川県の選挙区は次のとおり（香川県選挙管理委員会HP：
http://www.pref.kagawa.jp/senkyoi/area/kuni.shtml　2017年12月3日
閲覧）。第1区：（高松市（旧牟礼町・旧庵治町・旧塩江町・旧香川町・
旧香南町・旧国分寺町の区域を除く）・小豆郡、香川郡）第2区：高松
市（旧牟礼町・旧庵治町・旧塩江町・旧香川町・旧香南町・旧国分寺
町の区域）・丸亀市（旧綾歌町・旧飯山町の区域）・坂出市・さぬき市・
東かがわ市・木田郡・綾歌郡、第 3 区：丸亀市（旧綾歌郡・旧飯山町
の区域を除く）・善通寺市・観音寺市・三豊市・仲多度郡
2 　成田知巳『香川県大百科事典』717頁。
3 　名前が似ている三木武夫は徳島県出身の同時代人であるが、親戚関係
はない。
4 　代表的なものとして北岡伸一『自民党　政権党の38年』読売新聞社、
1995年、小宮京『自由民主党の誕生：総裁公選と組織政党論』木鐸社、
2010年がある。
5 　升味準之輔「1955年の政治体制」『思想』480号、1964年6月、55－72頁。
1955年体制に関する研究としてほかにも山口定「戦後日本の政治体制
と政治過程」（三宅一郎ほか『日本政治の座標』有斐閣、1985年）83－
85頁、中北浩爾『一九五五年体制の成立』東京大学出版会、2002年な
どがある。
6 　歴史学研究会編『戦後日本史』Ⅲ、青木書店、1974年。
7 　三木の政治家活動、政策について評伝が伝えるところは大きい。主な
評伝として、三木会編刊『三木武吉』1952年、重盛久治『三木武吉太
閤記』春陽堂、1952年、御手洗辰雄『三木武吉傳』四季社1954年など
をあげることができる。
8 　西讃（西讃岐）に含まれる地域は坂出、丸亀、善通寺、観音寺の4市と
綾歌、仲多度、三豊の 3 郡が含まれる。この区分は旧高松藩領、丸亀
藩領、多度津藩領の区分とは必ずしも一致せず、東讃、西讃との区分
は香川県を二分する区分けであった（四国新聞社編『香川県大百科事
典』1984年、679頁）。第41回選挙で小選挙区制が導入（ 3 区制）され
るまで、香川県は大きく東西の 2 区に分かれていた。
9 　中野武営（1848－1918）は香川県高松市出身の実業政治家。地方官吏、
中央官吏を経て実業家となり、ほぼ同時に政党人として政界に進出し
た。中央官吏時代の上司河野敏鎌の知遇を得て、大隈重信の立憲改進
党結党に参加する。特に大隈重信と渋沢栄一と関係が深い。東京株式
取引所理事長、東京商業会議所会頭、財界の総理と呼ばれた日本商業
会議所連合会長を務めるなど、明治－大正期の日本経済界を代表する
人物である（拙著『国家形成と産業政策』志學社、2015年、参照）
10　田中は第 8 回衆議院議員選挙に政友会から出馬し、 6 回当選した。実
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業面では高松銀行重役はじめ讃岐実業新聞社二代目社長として讃岐日
報社と改称、香川新報社と激しい競争を行った（四国新聞社『香川県
大百科事典』1984年、622頁）。
11　選挙法改正内容は、中選挙区制の導入、納税条件撤廃、25歳以上の男
子による普通選挙の導入であった。
12　三土忠造の実弟（1880－1953）、香川師範学校中退後、陸軍士官学校、
陸軍砲工学校卒業、航空兵大佐のとき所沢気球隊長任官。1928年兄忠
造の勧めで退官、香川県第 1 区から衆議院議員選挙に立候補、実兄の
忠造（忠造は第10回（1908年）選挙に香川郡部〔定数 5 名〕から当選
を続けていた。選挙法改正後の選挙区は香川 2 区である〔選挙地盤は
綾歌郡坂出町（現坂出市）〕。）とともに当選、以来5回連続当選（四国
新聞社編『香川県大百科事典』1984年、899頁）。兄弟で東西香川県民
の支持を得て政界でも活躍した。
13　寒川郡名村（現さぬき市長尾町）に生れ（1873－1947）、愛媛県中学校
から札幌農学校に進む。卒業後北海道に残り石狩国清真村にて小西農
場を開拓した。1899年に農場を人に譲り、1902年東京朝日新聞社に入り、
従軍記者として筆を振るう。衆議院議員に当選 8 回（『香川県大百科事
典』370頁）。
14　東京帝国法科大学独法科卒業後、高松市で弁護士事務所を開業、1914
年高松市会議員、1918年香川県会議員に当選、その後東京で弁護士事
務所を開いた。1924年第15回衆議院議員選挙で当選、以後 5 回連続当
選した。人事興信所編『人事興信録第 7 版』1925年。
15　『衆議院議員選挙総選挙一覧』
16　前掲『三木武吉』241頁。
17　近代日本社会運動史人物大事典編集委員会編『近代日本社会運動史人
物大事典 4 』日外アソシエーツ、1997年、259－260頁。
18　「津雲氏除名問題議会後に持越す」『読売新聞』1943年 3 月 7 日。宮村
文雄「戦時中の三木さん」『新世界』臨時増刊、三木武吉読本第 2 巻第
9 号、1956年 8 月、11－12頁。
19　昭和の大合併、平成の大合併を経て、大川郡は消滅、現在はさぬき市
と東かがわ市である。香川県第 2 区、玉木雄一郎の選挙地盤である。
20　藤本は香川県師範学校を経て、東北大学法学部卒業、高松高等商業学
校教授をつとめた。大川郡には高松中学大川分校や大川高等女学校が
あり、教育熱心な人々が多い地域であった。高松中学大川分校の卒業
生のなかには南原繁がいる。
21　自由民主党広報委員会出版局『秘録・戦後政治の実像』永田書房、
1976年、58－69頁。
22　「両区の立会演説要旨」『四国新聞』1955年 2 月 9 日。
23　戦後初の総選挙となった第22回衆議院議員選挙は大選挙区制であった
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ため、香川県の選挙区は全県 1 区となった。
24　香川県師範学校、東京高等師範学校を経て、東北大学法学部卒業。高
松高等商業学校教授をつとめた後、第20回衆議院議員選挙に初当選。
戦前 2 回、戦後 3 回当選した（四国新聞社編『香川県大百科事典』
1984年、813頁）。
25　山田盛太郎「農地改革の歴史的意義」『山田盛太郎著作集第 4 集』岩波
書店、1984年、所収、44頁。
26　香川県選挙管理委員会「候補者立会演説会開催広告」『四国新聞』1955
年 2 月 8 日、「12候補が舌戦の火花」『四国新聞』1955年 2 月 9 日、「きょ
うの立会演説」『四国新聞』1955年 2 月12日、同 2 月14日、同 2 月15日、
「白熱の論戦で票固め」『四国新聞』1955年 2 月25日。
27　後藤新平『政治の倫理化』日本雄辯會講談社、1926年、本報告では、
史料集　公と私の構造－日本における公共を与えるために－、第 4 巻
『後藤新平と帝国と自治』、ゆまに書房、2003年に収録を使用した。引
用文献を以下『史料集』と表記する。「政治の倫理化は」後藤が1926年
に阪谷芳郎を司会として行った講演である。
28　後藤新平『政治の倫理化』55頁（『史料集』665頁）。
29　公明選挙連盟編発行『燃え上って来た公明選挙の運動』、1952年、13－
18頁。前田は東京帝国大学法科大学卒業後、内務省に採用され、群馬
県属となった。文官口頭試験に合格後内務省、鉄道省で奉職後、東京
市助役、東京市政調査会創立時には理事に就任した。1923年 7 月の国
際労働理事会における政府代表者も務めている。1927年には後藤新平
に随行しソ連を訪問、1945年 2 月に貴族院議員となり、同年 8 月には
文部大臣に就任している。1952年 6 月に公明選挙連盟常任理事、のち
に理事長を死去まで務めた。
30　『前田多門』103頁、『政治の倫理化』69頁（679頁）
31　「公明選挙を推進する」『朝日新聞』1952年 5 月 4 日、『毎日新聞』1952
年 5 月 4 日、『読売新聞』1952年 5 月 4 日。いずれも同一広告記事が掲
載されている。公明選挙連盟編発行『燃え上って来た公明選挙の運動』、
1952年、19頁。
32　「声明」日本新聞協会、四国新聞社『四国新聞』1955年 1 月25日。日本
新聞協会加盟新聞通信放送12社一致の総意として明朗な国会をつくる
こと、国権の最高機関としての権威と信用の回復こそが日本再建にお
ける転換期における重要策であることを問いた。
33　保全経済会事件や造船疑獄事件などこの時期政治家の汚職事件がたび
たび発生していた。有権者は、このような汚職事件を繰り返し起こさ
ない人物を政治家として選出することを求めていた。公明選挙により
選出される政治家による清新かつ明朗な国会運営が求められていた。
34　「選挙違反をさぐる」『四国新聞』1955年 2 月 4 日、「選挙こぼれ話」
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1955年 2 月 6 日、同記事1955年 2 月 7 日、「公明運動の実体を探る」『四
国新聞』1955年 2 月 9 日、
35　前掲『燃え上って来た公明選挙の運動』19頁。
36　「一区　三木候補」『四国新聞』1955年 2 月18日。
37　選挙違反は発覚後報道され（「滅びぬ香川の選挙違反」『四国新聞』
1955年 2 月18日）、公明選挙の重要性について読者である有権者教育の
意味合いも持っていたといえる。
38　「県下総選挙戦評判記」『四国新聞』1955年 2 月26日。
39　「香川の選挙違反」『四国新聞』1955年 2 月16日、「選挙違反はふえよう」
『四国新聞』1955年 2 月17日、「選挙違反二二五名に」『四国新聞』1955
年 2 月23日、「大半しめる買収」『四国新聞』1955年 2 月26日、「選挙違
反、断乎検挙へ」『四国新聞』1955年 2 月28日。
40　前掲「選挙違反二五五名に」。
41　同前。
42　「選挙違反、断乎検挙へ」『四国新聞』1955年 2 月28日。選挙直前三日間
は悪質違反と現行犯のほかは検挙の手を緩めたが、投票後は仮借なく県
下各区でいっせいに着手し大物の検挙も辞せないことを表明している。
43　「いざ！決戦」【第一区・三木候補】『四国新聞』1955年 2 月 2 日。
44　前掲「いざ！決戦」【第一区・成田候補】。
45　前掲「いざ！決戦」【第一区・大西候補】。
46　前期「いざ！決戦」【第一区・福家候補】。
47　前掲「いざ！決戦」【第一区・藤本候補】。
48　1923年におきた小作争議、のちに日本農民組合連合香川県連合会長前川
正一を巻き込む全国規模の争議となった「伏石事件」『香川県大百科事典』。
49　前掲「いざ！決戦」【第一区・平野候補】。
50　「当選一路12候補の立上り」『四国新聞』1955年 2 月 7 日。
51　同前。
52　同前。
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